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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第16期
第１四半期
連結累計期間

第15期

会計期間
自　平成24年４月１日

至　平成24年６月30日

自　平成23年４月１日

至　平成24年３月31日

売上高 （千円） 1,430,046 9,676,242

経常利益 （千円） 106,689 1,310,284

四半期(当期)純利益 （千円） 56,976 707,652

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 79,703 716,342

純資産額 （千円） 6,810,617 6,985,363

総資産額 （千円） 8,557,902 8,885,441

１株当たり四半期(当期)純利益金額 （円） 21.38 286.68

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

（円） － －

自己資本比率 （％） 79.6 78.6

(注)１　当社は、第15期第１四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、第15期第１四半期

連結累計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

２　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

３　売上高には、消費税等は含まれておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容に重要な変更はあ

りません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　
文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

なお、当社は、前第１四半期連結累計期間については、四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同四半期連結

累計期間との比較分析は行っておりません。

　
(1)　業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、東日本大震災からの復興需要等を背景として緩やかな回復傾

向が示されつつありますが、欧米諸国の不安定要因や円高の長期化、国内電力供給不足が懸念されるなど、依然として

景気の先行きは不透明な状況が続いております。

このような状況の中で、電子デバイス業界におきましては、ＮＡＮＤ型フラッシュメモリの市況価格下落による全

体的な減速が見られるものの、スマートフォンやタブレット端末向けなどの需要は引き続き継続し、それに伴い生産

活動は堅調に推移しました。

当社グループのエレクトロニクス関連事業においては、半導体工場及び液晶工場での新規設備投資は様子見の傾向

となりましたが、生産活動は堅調であったことからオペレーション部門については概ね順調に推移しまし、売上高は

1,313百万円、セグメント利益は196百万円となりました。また、グラフィックスソリューション事業においては、新規

案件受注が伸び悩んだものの既存顧客への販売は順調に推移し、売上高は116百万円、セグメント利益は13百万円とな

りました。

この結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は1,430百万円、営業利益は90百万円、経常利益は106百万円、

四半期純利益は56百万円となりました。

　
(2)　財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ327百万円減少し、8,557百万円となりました。

　
(流動資産)

当第１四半期連結会計期間末における流動資産は、前連結会計年度末に比べ483百万円減少し、6,042百万円となり

ました。これは主に仕掛品が174百万円増加したものの、現金及び預金が260百万円減少、受取手形及び売掛金が485百

万円減少したことによります。

　
(固定資産)

当第１四半期連結会計期間末における固定資産は、前連結会計年度末に比べ155百万円増加し、2,515百万円となり

ました。これは主に投資その他の資産が85百万円増加、有形固定資産が71百万円増加したことによります。

　
(流動負債)

当第１四半期連結会計期間末における流動負債は、前連結会計年度末に比べ131百万円減少し、1,647百万円となり

ました。これは主に未払費用が121百万円増加したものの、支払手形及び買掛金が351百万円減少、未払法人税等が288

百万円減少したことによります。

　
(固定負債)

当第１四半期連結会計期間末における固定負債は、前連結会計年度末に比べ21百万円減少し、99百万円となりまし

た。これは主にデリバティブ債務が17百万円減少、長期借入金が９百万円減少したことによります。
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(純資産)

当第１四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べ174百万円減少し、6,810百万円となりま

した。これは利益剰余金が175百万円減少したことによります。

　
(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　
(4)　研究開発活動

該当事項はありません。

　
(5)　主要な設備

当第１四半期連結累計期間の設備投資につきましては、販売拡大による設備の強化などを目的とした設備投資を実

施しております。

当第１四半期連結累計期間の設備投資の総額は81百万円であり、セグメントの設備投資について示すと、次のとお

りであります。

　
①　エレクトロニクス関連事業

当第１四半期連結累計期間の主な設備投資は、当社グループにおけるトータルファシリティマネジメント(TFM)を

活かした市場シェア拡大のための石川事業所建設等80百万円の投資を実施しました。

　
②　グラフィックスソリューション事業

重要な設備投資はありません。

　
③　全社共通

重要な設備投資はありません。

　
なお、当第１四半期連結累計期間において重要な設備の除却、売却等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 9,000,000

計 9,000,000

　

②　【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成24年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,668,320 2,668,320
東京証券取引所(市場
第二部)及び名古屋証
券取引所(市場第二部)

１単元の株式数　100株
完全議決権株式であり、権
利内容に何ら制限のない
標準となる株式

計 2,668,320 2,668,320 － －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年６月30日 － 2,668,320 － 528,446 - 931,177

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す
ることができないことから、直前の基準日(平成24年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。
　

①　【発行済株式】

平成24年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －
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議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　　　　900

－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式　2,666,900 26,669 －

単元未満株式 普通株式　　　　520 － －

発行済株式総数 2,668,320 － －

総株主の議決権 － 26,669 －

(注)　当第１四半期会計期間において自己株式の取得を実施したため、平成24年６月30日現在の自己株式数は、10,900株

(発行済株式数に対する割合0.41％)であります。

　
②　【自己株式等】

平成24年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
ジャパンマテリアル株式会社

三重県三重郡菰野町永
井3098番22

900 － 900 0.03

計 － 900 － 900 0.03

(注)　当社は、平成24年５月28日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法

第156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決議し、当該決議に基づき以下のとおり自己株式の取得を実施

いたしました。

①　取得した株式の種類　　　　　　　普通株式

②　取得した株式の総数　　　　　　　10,000株

③　取得価額の総額　　　　　　　22,390,000円

④　取得年月日　　　　　　　平成24年６月21日

上述の株式取得の結果、平成24年６月30日現在の自己株式の保有状況は以下のとおりです。

①　自己株式総数　　　　　　　　　　10,900株

②　発行済株式総数に対する割合　　　　0.41％
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)は、四半期連結財務諸表を作成して

いないため、四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書に係る比較情報は記載しておりません。

　
２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成24年４月１日から平成24

年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,069,673 1,809,055

受取手形及び売掛金 ※１
 3,344,640

※１
 2,859,222

商品及び製品 147,092 135,233

仕掛品 566,773 741,375

原材料及び貯蔵品 237,440 242,157

繰延税金資産 140,608 153,969

その他 68,999 145,142

貸倒引当金 △49,657 △43,827

流動資産合計 6,525,569 6,042,329

固定資産

有形固定資産 762,222 833,264

無形固定資産 51,413 50,771

投資その他の資産

長期預金 1,300,000 1,300,000

その他 ※２
 246,235

※２
 331,536

投資その他の資産合計 1,546,235 1,631,536

固定資産合計 2,359,872 2,515,572

資産合計 8,885,441 8,557,902

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※１
 911,964

※１
 560,199

1年内返済予定の長期借入金 39,996 39,996

未払金 135,897 78,550

未払費用 129,281 250,351

未払法人税等 329,514 41,324

繰延税金負債 3,027 4,896

賞与引当金 131,550 67,716

その他 97,958 604,912

流動負債合計 1,779,191 1,647,947

固定負債

長期借入金 20,018 10,019

デリバティブ債務 53,043 35,194

退職給付引当金 45,924 52,053

資産除去債務 700 702

その他 1,200 1,366

固定負債合計 120,886 99,336

負債合計 1,900,077 1,747,284
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 528,446 528,446

資本剰余金 931,177 931,177

利益剰余金 5,602,339 5,427,255

自己株式 △778 △23,168

株主資本合計 7,061,184 6,863,710

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △2,637 4,074

繰延ヘッジ損益 128 △20

為替換算調整勘定 △73,310 △57,147

その他の包括利益累計額合計 △75,820 △53,093

純資産合計 6,985,363 6,810,617

負債純資産合計 8,885,441 8,557,902

EDINET提出書類

ジャパンマテリアル株式会社(E26124)

四半期報告書

11/19



(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

売上高 1,430,046

売上原価 1,053,503

売上総利益 376,542

販売費及び一般管理費 285,627

営業利益 90,915

営業外収益

受取利息 2,099

受取配当金 11

デリバティブ評価益 2,495

受取賃貸料 3,060

為替差益 6,542

その他 2,237

営業外収益合計 16,447

営業外費用

支払利息 180

不動産賃貸費用 366

その他 127

営業外費用合計 673

経常利益 106,689

特別利益

固定資産売却益 238

特別利益合計 238

特別損失

固定資産除売却損 195

投資有価証券評価損 5,109

特別損失合計 5,304

税金等調整前四半期純利益 101,623

法人税、住民税及び事業税 58,176

法人税等調整額 △13,530

法人税等合計 44,646

少数株主損益調整前四半期純利益 56,976

少数株主利益 －

四半期純利益 56,976
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 56,976

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 6,712

繰延ヘッジ損益 △148

為替換算調整勘定 16,162

その他の包括利益合計 22,726

四半期包括利益 79,703

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 79,703

少数株主に係る四半期包括利益 －
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

該当事項はありません。

　
【会計方針の変更等】

当第１四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日)

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取

得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

これによる、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微

であります。

　
【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

　
【追加情報】

該当事項はありません。

　
【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

受取手形 38,734千円 21,079千円

支払手形 2,712千円 4,848千円

　
※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

投資その他の資産(その他) 383千円 786千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりで

あります。

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

減価償却費 29,787千円

　
(株主資本等関係)

当第１四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

第15回定時株主総会
平成24年６月27日

普通株式 232,06087.00平成24年３月31日 平成24年６月28日 利益剰余金

　

２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後と

なるもの
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該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

　
報告セグメント

合計
エレクトロニクス
関連事業

グラフィックスソ
リューション事業

売上高 　 　 　

外部顧客への売上高 1,313,971 116,075 1,430,046

セグメント間の内部売上高又
は振替高

－ － －

計 1,313,971 116,075 1,430,046

セグメント利益 196,065 13,395 209,461

　

２　報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差

異調整に関する事項)
(単位：千円)

利　　益 金　　額

報告セグメント計 209,461

全社費用（注） △119,481

その他 935

四半期連結損益計算書の営業利益 90,915

(注)　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　
３　報告セグメントの変更等に関する事項

会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、当第１四半

期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却

の方法に変更したため、報告セグメントの減価償却の方法を改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。

これによる、当第１四半期連結累計期間の「エレクトロニクス関連事業」のセグメント利益に与える影響は軽微であ

り、「グラフィックスソリューション事業」のセグメント利益に与える影響はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 21円38銭

(算定上の基礎) 　

四半期純利益金額(千円) 56,976

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 56,976

普通株式の期中平均株式数(株) 2,664,860

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年８月８日

ジャパンマテリアル株式会社

取締役会　御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    　柏木　勝広　　    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    　奥谷　浩之　　    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているジャ
パンマテリアル株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会
計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日か
ら平成24年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計
算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ジャパンマテリアル株式会社及び連結子会社
の平成24年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に
表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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